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論 文 内 容 の 要 約 
 
本書は、原子力の商業利用、とくに原子力産業活動の中心である原子力発電所（以下、原発）につい
て管轄権を行使している国際原子力機関（International Atomic Energy Agency, IAEA. 以下、IAEA）
の国際管理レジームを中心に考察を行うものである。 
一般に、原子力の国際管理というようなテーマを考察するには物理、化学、工学、地質学を始め科学
的に広範な知識と多角的視点を用意することが必要である。しかし、本書では「国際法および国内法
制度とその実施体制」、つまり「レジーム」に焦点をあて、それに関わる限りで科学的知見、そして
国際政治的、戦略的な背景を記述した。特に、IAEA のレジームについて、第１に、原子力の使用お
よび利用におけるレジームの確立が「国際社会の一般利益（The Protection of General Interests in 
the International Community）」と位置づけられる「個人の人権と人道的待遇の確保」という原則に
合致し得るのかどうか、第２に、レジームを構成する諸条約に関して締約国の遵守義務の履行状況は
どうか、第３に、そうした遵守義務の履行状況から見てその課題はどのようなものであり、遵守体制
をどのように確立することができるか、ということに重点を置いて考察をすすめた。 
本来、原子力の国際管理レジーム（The Global Nuclear Nonproliferation Regime）は、厳格に公正
かつ正確に適用・運営され、人類への甚大なリスクを遮断する「砦の役割」を果たすように全人類か
らの要請に沿って制度化されるべきでる。その立場に立って注視すると、現存の IAEA のレジームは、
制度上、つまり規定文言上は整備されているが、その運営にかかわる制度に相当の欠陥があり、その
改革を行う必要性があり、本書ではその点を指摘し、改善策を提示した。 
 
本書では下記のⅣ部に分けて考察を行った。 
 第Ⅰ部は、原子力の国際管理レジーム確立の歴史と、その中心となる IAEA の機構と実施体制を概
観したものである。原子力は、軍事的利用と商業的利用の 2側面で国際的規制がなされてきた。とり
わけ核の非保有国に対する、軍事利用の厳格な禁止と、反面としての商業利用の積極的奨励である。
このような体制をとることになった歴史を叙述し、国際管理の中心となる IAEA の創設について概説
する。特に原子力は軍事的使用から始められ、人類に多大な惨害を与えたことは、人類の名のもとで
その違法性を問うべき対象であること、と同時に人類の名の下で廃棄すべき原子力を国際的な管理レ
ジームを構築しその促進を図るという IAEA のレジームは国際法の原則に反する可能性が濃厚である
ことを指摘する。 
第Ⅱ部では、原発が社会生活への大きな貢献をしてきた反面、インドやパキスタンが原発を設立する
ことにより核拡散を抑えられないこと、また原子力の商業利用であっても、それが地球環境に及ぼす
放射能汚染等には十分な対策が講じられず、スリーマイル島、チェルノブイリ、福島という一連の原
発事故によって、安全性に疑問が持たれているという現状について概説する。そして、第３章で原子
力の軍事利用を阻止するための組織である IAEA の保障措置制度を、第４章はそれぞれの地域機構お
よび核不拡散条約(Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, NPT. 以下、NPT)での保
障措置制度を概観し、第５章は特に現在の核管理で最も重要な役割を果たしている IAEA 及び NPT を
取り上げて、国際社会が「それなりに」厳格な体制をとって軍事転用を阻止しつつ商業利用を活性化
  
させようとする「努力」について評価と限界を明らかにする。しかし、条約体制であるがゆえに、そ
の管理が地理的にも事項的にも全地球を覆うことができず、また原発施設内で生じるリスクに対して
も、また外部から引き起こされる危険に対しても十分対処できていないことを明らかにする。特に原
子力の商業利用に伴う諸活動、つまり核燃料の移動、また資・機材の安全管理、そして施設また住民
および環境保護対策など原子力産業活動全般について関連諸条約の国内適用に関する問題点、特に、
原子力事故前及び事故後の対策並びに処理、その損失に対する損害賠償制度について記述する。IAEA 
の保障措置制度の適用上の問題として、締約国の国家主権の堅持という高い壁、特に行政権との摩擦
が頻繁にあり、現行国際法上管轄権が及ばない領域があり、保障措置制度の機能的役割が貧弱である
ことを指摘する。 
第Ⅲ部では、第６章で、原子力の商業利用とその安全性との両立を確保するための措置について、核
物質防護条約を例にとって分析する。ついで第７章ではチェルノブイリ事故以降に作られた越境原子
力事故対策に関わる 2 つの条約（「原子力事故の際の早期通報に関する条約」、「原子力事故及び放射
線緊急時における援助に関する条約」）を検討し、第８章では原子力災害から生じた損害に対する賠
償等の民事損害賠償条約（Third Party Liability）について概説する。特に第８章は越境汚染損害
賠償について関連諸条約、「原子力分野の第三者賠償責任に関するパリ条約」、「原子力損害の民事責
任に関するウィーン条約」、「原子力損害の補完的補償に関する条約（CSC）」などを取り上げ現存の原
子力商業利用に関する国際レジームの救済制度の全体像について概説を行う。しかし、原子力商業活
動の主軸である原発産業の安全性はまだ開発段階にあり、科学的、技術的の問題と経済的、政治的問
題、そして社会的問題などが国内外に複雑に絡む。それゆえ原発産業からの救済措置は、現行の国際
法の適用で解決し得る問題ではなく、斬新な改革を要する人類の課題であることを指摘する。 
第Ⅳ部の第９章では、原子力商業利用を推進しながら軍事使用への転換を図り核兵器を開発した例を
取り上げ、さらに核拡散防止の限界例として核の闇市場について論じ、原子力の軍事利用への危険が
増大していることを指摘する。また第 10 章は、原子力の商業活動から生じるリスクや外部からもた
らされる危険などへの対策について、国際的な仕組みだけでなく各国の取り組みについて概説する。
そして原子力利用における国際管理の限界について記述する。  
終章において、これまでの議論を総括し、現在の国際原子力管理レジームの組織上の欠陥および弱点、
機能上の欠陥を示し、またその課題を指摘する。 
第一は、原子力の必然性である商業利用と軍事使用の 2面性について厳格に分類し、その対処し得る
検証制度の欠陥である。このような状況の下、各国は自国利益および商業中心主義の政策の促進とそ
の支援の法制度化の側面が指摘される。原子力保有国が増加するほど、核拡散を防ぐことを任務とす
る保障措置の効力は必然的に低下する。 
第二に、IAEA における保障措置を実施する人材および最先端の科学的設備や機器の不足である。原
子力保有国は科学設備においても人材確保においても競って力を注ぎ、新分野の開発に余念がない。
それに対し、IAEA をはじめ地域の当該機関は、財政上の問題もあり最先端の機器および人材確保に
困難が生じ、それらを監視するだけの高度な科学技術も秀れた査察員も欠けているという現状である。 
第三には、原子力の生産および開発のみを重視する片務的な政策を挙げることができる。つまりその
開発には財源など特別待遇の措置を与え、その安全対策およびその管理には非常に消極的な体制で運
営されているのである。福島原発事故以来原子力安全対策と事故防止策に真摯に検討を重ねている反
面、現在の各条約締約国の国内法の状況を見ると商業利用の開発のためには政治的、財政的、社会的
さらに福利厚生面までも特別待遇を与え続けている。つまり現在でもリスクおよび危険における対策
は貧弱である。災害および事故防止、また損害など復旧救援制度に対する対応策、その研究体制の整
備、とくに外部から攻撃などからの住民、市民保護対策には微力である。開発における投資と比例す
れば安全対策面には殆ど進んでおらず、現在アメリカをはじめいくつかの国で核物質および施設防止
策など若干の側面について実施しているのみである。 
最後に、レジームの理念である、軍事利用の厳格な禁止と、商業利用の積極的な奨励を実現するため
の、将来像を提示する。 
その第一は、原子力の利用が国家主権の管轄内で行われている事から生じる欠点を克服するために、
「共同管轄・共同管理区域」の創設が考えられる。 
第二に、原発の設置地域を特定することで、運用上の多様なリスクの低減を図ることができる。 
もっともこのような提案は実現可能かどうか問題があるが、これまでの運用がむしろ「異常」なもの
であったことを考慮すれば、「正常な運営への復帰」をめざすものであることを指摘する。原子力の
  
商業利用がグローバルヴィレッジのセキュリティーに絶え間ない恐怖と不安を投じていること、その
リスクと危険の根絶に我々人類の英知を注ぐべき時期であるからである。 
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